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（目　的）
第１条　この要綱は、島根県内の新たなコミュニティビジネスや継続的な地域づくり事業等の創出促進を目的とし、公益財団法人ふるさと島根定住財団（以下「財団」という。）が、地域づくり情熱人支援事業として実施する活動者等への助成金（以下「助成金」という。）の交付等について、必要な事項を定めるものとする。
（助成金の種類）
第２条　本事業における助成金の種類は、次のとおりとする。
　(1) 活動者助成金　
　(2) 親子連れ助成金　
　(3) 受入者助成金　
（活動者）
第３条　本事業において、地域づくり情熱人として活動をする者（以下「活動者」という。）は、次のとおりとする。
　(1) 島根県外からのＵＩターン者（概ね45歳未満）
　(2) 島根県内在住の若者（概ね45歳未満）
（受入者）

第４条　本事業において、活動者を受け入れる者（以下「受入者」という。）は、島根県内のＮＰＯ法人、民間団体及びグループ（構成人員が５名以上の団体）、商業法人等で別表１のとおりとする。
（交付対象）
第５条　助成金の交付対象は、次のとおりとする。
　(1) 活動者助成金は、島根県内の各地域で以下に掲げる活動を行う場合の活動研修費助成として、活動者に対して交付する。ただし、受入者が活動者の同意を得て、助成金を立て替えて活動者に支給する場合は、受入者に対する支給もできるものとする。
　　　①地域資源を活用した特産品開発や事業化等の取組みに関する活動
　　　②地域の生活機能維持のための取組みを事業として実施する活動
　　　③その他、財団理事長（以下「理事長」という。）が必要と認める地域課題解決活動や地域づくり活動
　(2) 親子連れ助成金は、中学生以下の子どもを同伴し、前号の活動を行う活動者に対して交付する。
　(3) 受入者助成金は、活動者を受け入れる受入者に対して交付する。
（助成の期間）
第６条　助成の期間は、原則３か月以上１年以内とする。ただし、活動者が活動終了後に起業する、または団体・法人内で事業部門を立ち上げるなど、継続した事業を展開できると認められる場合は、第16条に規定するところにより、１年間を限度に助成期間を延長することができる。
（交付額）
第７条　助成金の交付額は、次のとおりとする。
(1) 活動者助成金は、１か月あたり120,000円とする。ただし、県内に居住している親又は祖父母と同居し活動を行う者は１か月あたり60,000円とする。
　(2) 親子連れ助成金は、１か月１世帯あたり30,000円とする。

(3) 受入者助成金は、活動者１人につき１か月あたり30,000円とする。
（助成の申込）
第８条　本事業の助成金の交付を受けようとする者は、活動者の候補者を確保した上で、別に財団が指定する申請期限までに、助成金交付申請書（様式第１号）及び添付資料を理事長あてに提出するものとする。
２　第５条第１号の規定に基づき、受入者が助成金を受けようとする場合は、活動者以外が受領する場合の理由書（様式第２号）を併せて提出することとする。
（申請内容の審査）
第９条　理事長は、前条の規定により助成金交付申請書の提出があったときは、助成金の交付資格を有するかを審査の上、助成金交付の可否を決定するにあたり、地域づくり情熱人支援事業審査会設置要綱（以下「設置要綱」という。）に基づいて審査会を開催し、審査を行う。
（助成金の交付決定）
第10条　助成金交付の可否の決定は、前条の規定による審査に基づいて行われなければならない。
２　理事長は、前項の規定に基づき助成の可否を決定し、助成金の交付を適当と認めた申請（以下「助成事業」という。）については、助成金交付決定通知書（様式第３号）により助成金の交付が決定された者（以下「助成決定者」という。）に通知するものとする。なお、不採択となった事業についても、申請者に通知するものとする。
３　理事長は、前項の決定には、必要に応じて条件を付すことができる。
（申請の取下げ）
第11条　助成決定者は、第10条第２項の規定による通知を受領した場合において、当該通知に係る助成金の交付決定内容またはこれに付された条件に不服があるときは、その通知を受領した日から起算して７日以内に申請の取下げをすることができる。
２　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の交付決定はなかったものとみなす。
（助成金の給付申請）
第12条　助成決定者は、活動開始後３か月ごと及び活動終了時にそれまでの実績に基づいて、助成金給付申請書（活動者助成金、親子連れ助成金は様式第４号、受入者助成金は様式第５号）および活動報告書（活動者は様式第６号、受入者は様式第７号）を理事長あてに提出しなければならない。なお、様式第６号は１か月ごとに提出することとする。
（給　付）
第13条　理事長は、前条の給付申請の内容を確認した後、当該給付申請書に基づき、助成金を給付する。
（助成金の不支給）
第14条　次の事項が認められた際は、それが認められた日の翌月以降の助成金を支給しない。

(1) 活動者が、正当な理由なく理事長及び受入者等の指示に従わなかったとき、または助成金の給付対象者としてふさわしくない言動が認められたとき。
(2) 受入者が、活動へのアドバイス等を行わないなど、適切な受入れをしていないと認められるとき。

（終了報告）
第15条　助成決定者は、活動終了時に終了報告書（活動者は様式第８号、受入者は様式第９号）を理事長あてに提出しなければならない。
（助成期間の延長）
第16条　第６条のただし書の規定による助成期間の延長を申し込む者は、別に財団が指定する期限までに、助成金延長申請書（様式第10号）を理事長あてに提出するものとする。
２　理事長は、前項の助成金延長申請書の提出があったときは、助成期間延長の可否を決定し、延長を適当と認めたものについては、助成金延長決定通知書（様式第11号）により通知するものとする。
（活動を中止する場合の取扱い）
第17条　活動者が、不測の事態により止むを得ず活動を助成対象期間途中で中止する場合についても、活動実績に基づき精算給付申請及び終了報告を行うものとし、理事長はその内容を確認のうえ、助成金の精算給付を行う。
　　なお、活動中止により活動期間が３か月に満たなくなった場合には、活動者助成金は１か月あたり30,000円、親子連れ助成金及び受入者助成金は１か月あたり30,000円として精算することとする。
　　ただし、活動期間が１か月に満たない場合には原則助成金を支給しない。

（活動状況の確認）
第18条　地域活動支援課長は、活動者及び受入者の相談等に対応するため、必要に応じて活動状況の確認を行うものとする。なお、確認にあたっては関係機関との連携のもと、効率的、効果的に行うものとする。
２　活動者及び受入者は、前項の財団が行う状況確認に協力するものとする。
（台帳作成）
第19条　地域活動支援課長は、助成金を給付した場合には、その都度、助成金給付台帳（様式第12号）を作成し、これに助成金給付の状況等を記帳しなければならない。
２　この台帳は１０年間保存しなければならない。

（委　任）
第20条　この要綱に定めるもののほか、活動事業の運用・解釈等については、必要の都度、理事長が別に定めるものとする。
　附　則
１　この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。
２　この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。
別表１（第４条関係）
	対　　　象　　　事　　　業　　　者

	県内の民間団体やグループ（構成員が５名以上）、ＮＰＯ法人、商業法人（法人税法第２条に定める「普通法人」）、企業組合、農事組合法人、営農組合、有限責任事業組合（対象団体(者)が構成員の３分の２以上の組合）、公益・一般財団法人及び公益・一般社団法人（国、地方公共団体の外郭団体及び財政支援（援助）団体以外の団体）で、以下の要件を備えているもの。
　①　団体としての意志決定により助成に係る活動ができ、確実な経理処理ができること
　②　団体の本拠としての事務所又は事務を行う場所を県内に有し、県内で活動する団体
　③　規約等により活動目的を明文化していること
　④　代表者が明らかであること　


